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第１章 計画の策定にあたって 
 

  ὑὑǵǵ   

近年、尐子高齢化・核家族化の進行、経済の低成長、地域の連帯感の希薄化などにより、子どもや

家庭を取り巻く社会環境は大きく変化してきました。 

このような中、国においては「エンゼルプラン」（平成 6 年）、「尐子化対策基本方針」及び「新エン

ゼルプラン」（平成 11 年）などにより、尐子化対策が推進されてきました。しかし、出生率の低下と

いう現象は続いています。 

1 人の女性が生涯に生む子どもの数の平均値である合計特殊出生率は、総人口維持水準である 2.08

を昭和 49 年以降一貫して下回っています。平成 19 年は、平成 18 年の 1.32 を 0.02 ポイント上回る

1.34 となり、2 年連続で上昇しました。平成 20年の出生数は、国の推計では前年を若干上回ると見込

まれているものの、尐子化の進行は歯止めがかかっていない状況です。 

また、婚姻についてみると、平成 20 年の婚姻件数は 726,113 件（概数）、婚姻率は 5.8（概数）と

いずれも前年から増加に転じていますが、平均初婚年齢は平成 20 年で男性が 30.2 歳、女性が 28.5

歳と上昇を続けており、晩婚化が進行しています。 

このため、子どもを生みたい人が安心して健やかに生み育てることのできる社会、子育てをする人

が子育てに伴う喜びを実感できるような社会を形成していくことが、これまで以上に必要とされてい

ます。 

こうした尐子化の流れを変えるため、平成 15年 7 月には「次世代育成支援対策推進法」（以下、「推

進法」という。）及び「児童福祉法の一部を改正する法律」を成立・公布しました。推進法では、市町

村は国が示す行動計画策定指針に即して、地域における子育て支援などの次世代育成支援対策の実施

に関する計画（市町村行動計画）を策定するものとしており、三好市では、平成 17年 3 月に合併前の

旧６町村にて、それぞれ「次世代育成支援行動計画」（以下「前期計画」という。）を策定しました。 

さらに、前期計画策定以降も、全国的な尐子化が進行している状況を踏まえ、国は「子どもと家族

を応援する日本重点戦略」（平成 19年 12月）を策定しました。この重点戦略では、就労と出産・子育

ての二者択一構造の解消には、「働き方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現」と、その社会的基盤となる「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を車の両輪として進

めていく必要があるとし、特にワーク・ライフ・バランスの実現については、「仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）憲章」「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定し、国としても新

たな取り組みを進めていく方針を示しています。 

本計画は、このような全国的な動向も踏まえつつ、三好市におけるこれまでの次世代育成支援対策

の取組みの進捗状況や課題を整理し、平成 22年 4 月から始まる新たな行動計画（以下、「後期計画」

という。）として策定するものです。 
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  ǵǵרר   

本計画は、推進法第 8 条第 1 項に基づき、すべての子どもたちと子育て家庭を対象に、三好市がこ

れから進めていく次世代育成支援対策の目標や方向性を示したものです。 

また、本計画は、国や県の動向を踏まえるとともに、これまでの市の取り組みとの継続性を保ち、

同時に様々な分野の取り組みを総合的、一体的に進めるために、既存計画との整合性も図りながら、

地域社会での協働のもと、母子保健や児童福祉、教育、またその他子育て支援における環境整備等、

次世代育成に関わる施策を推進するためのものです。 

さらに、三好市の次世代育成支援対策を着実に推進していくために、市民一人ひとりを初め各家庭

や学校・地域・職場の積極的な取り組みを推進するものです。 

 

 

  ǵǵ   

本計画は、推進法で規定する 10年間の集中的な取組み期間のうち、平成 22年度から平成 26年度ま

での後期 5 年間を計画期間とします。 

ただし、社会・経済情勢の変化や、三好市の子どもと家庭を取り巻く状況や保育ニーズの変化に合

わせ、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

₳  
17₴↓ 

 
18₴↓ 

 
19₴↓ 

 
20₴↓ 

 
21₴↓ 

 
22₴↓ 

 
23₴↓ 

 
24₴↓ 

 
25₴↓ 

 
26₴↓ 

  

   

     

  

 

 Ǟ       

 

 

♥  

前期計画期間 
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  ǵǵ ὑὑ̱̱ѰѰ  

本計画は、策定の段階から積極的な住民参加によって計画づくりを行いました。 

（１）ニーズ調査の実施 

本計画の策定にあたり、子育ての状況や生活の実態、保育サービスに対する量的及び質的ニーズ

等を詳細に把握するため、就学前児童及び小学校児童の保護者を対象に、平成 21年 2 月、「三好市

次世代育成支援に関するニーズ調査」を実施しました。各結果から出た意見や課題を計画に反映さ

せています。 

 
ƞƼʢẺ⁸ ʫ̈ ǲ ǠȒɉɶȸ ƽǵ  

ᾍ  ᾦἶѼЃ ǵǋȒʫₑ ᾛἶ Ѓ ǵǋȒʫₑ 

 639人 1,045 人 

 郵送及び手渡しにより配布・回収 

ҧ ᶥ ֛  551人 868人 

ҧ ᶥ ֛  86.2％ 83.1％ 

 平成 21年 2 月 

᷂ Ӣ 市 内 全 域 

 

（２）次世代育成支援行動計画策定会議 

本計画の策定にあたり、策定段階において関係者の意見を幅広く聴取するため、子育て支援サー

ビス利用者、関係団体、有識者などからなる「三好市次世代育成支援行動計画策定委員会」を開催

し、前期計画の進捗状況や「ニーズ調査」、新たな課題などをもとに、素案の検討を行い、三好市

の子育て支援のあり方について協議しました。 
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第２章 子どもと家庭を取り巻く状況 
 

  ᾜᾜἧἧӓӓǵǵ   

（１）人口の推移 

三好市の人口は、平成 21年 4 月 1 日現在で 32,393 人となっており、昭和 60年国勢調査（合併

前旧町村の合計）の 45,340 人から減尐傾向にあります。 

また、年齢３区分人口割合の推移をみると、15 歳未満人口である年尐人口の割合が 18.0％から

9. 9％に減尐したのに対し、65歳以上人口である高齢者人口は 17.3％から 36.6％に増加し、尐子高

齢化が急速に進行している状況がみられます。 
 

˲֥ǯ₴ 3Ӣѝ˲֥ ǵ  

Ӣ  ѝ ᴇ 60₴ ₳ 2₴ ₳ 7₴ ₳ 12₴ ₳ 17₴ ₳ 21₴ 

˲֥ 45,340 42,219 40,087 37,305 34,103 32,393 

₴ᾜ˲֥ 

15  
8,167 7,132 6,056 4,781 3,793 3,200 

 ˲֥  18.0 16.9 15.1 12.8 11.1 9.9 

₴ ˲֥ 

15 64  
29,312 26,203 23,264 20,515 18,074 17,349 

 ˲֥  64.7 62.1 58.0 55.0 53.0 53.6 

˲֥ 

65 ̊ʣ  
7,861 8,884 10,767 12,006 12,236 11,844 

 ˲֥  17.3 21.0 26.9 32.2 35.9 36.6 

Ħ ᴇ 60₴ ₳ 12₴ǵ ΙǲǫǋǭǶƲ 6 ǵ Ιșֻ ǞǭǋȅǠ 

Ħ ₴ ʥ ˲֥șדȇ 

ǀ ǁ ᴇ 60₴ ₳ 17₴ ᶮһ Ʋ₳ 21₴ ̮ Ḩ ְₓ 4  1 ᷀  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,167 7,132 6,056 4,781 3,793 3,200

29,312
26,203

23,264
20,515

18,074 17,349

7,861
8,884

10,767
12,006

12,236 11,844

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60 2 7 12 17 21

0 14 15 64 65

15.1

64.6

9.911.112.8
16.9

18.0

53.653.055.0
58.0

62.1

26.9
32.2

36.6

17.3

21.0

35.9

0

20

40

60

80

0 14 15 64 65

 

˲  

˲֥ 

45,340 ˲ 

 

42,219 ˲ 

 

40,087 ˲ 

 

37,305 ˲ 

 

34,103 ˲ 

 

32,393 ˲ 

Ӵ̬ ˲Ʋ  
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（２）世帯数の推移 

三好市の世帯数は、人口の減尐に伴い、平成 17年で 13,114 世帯となっており、平成 2 年の 14,250

世帯から減尐傾向にあります。 

また、１世帯あたりの平均人員は平成 2 年では 2.86 人であったのが、平成 17年には 2.49 人と、

減尐傾向となっており、核家族化の進行、単独世帯の増加がその原因と考えられます。 

 

ʫₑ ǑȏǺ 1ʫₑǉǦȑǵ₳᷈˲ᴣǵ  

Ӣ  ѝ ₳ 2₴ ₳ 7₴ ₳ 12₴ ₳ 17₴ 

ʝ ʫₑ  14,250 13,965 13,569 13,114 

 Ӵ ʫₑ 3,035 3,310 3,472 3,777 

  ʝ ʫₑ  21.3 23.7 25.6  28.8  

 ὤ ʫₑ 8,037 7,834 7,277 6,982 

  ʝ ʫₑ  56.4 56.1 53.6  53.2  

  ẑỷǵȆǵʫₑ 3,377 3,491 3,432 3,239 

   ʝ ʫₑ  23.7 25.0  25.3  24.7 

  ẑỷǯἧǒȐǱȒʫₑ 3,563 3,254 2,804 2,591 

   ʝ ʫₑ  25.3 23.3 20.7 19.8 

  ȅǦǶ ǯἧǒȐǱȒʫₑ 1059 1089 1031 1152 

   ʝ ʫₑ  7.4 7.8 7.6 8.8 

 Ǥǵ̀ǵ ʫₑ 3,149 2,807 2,795 2318 

  ʝ ʫₑ  22.1 20.1 20.6 17.7 

 ʫₑ 285 140 25 37 

  ʝ ʫₑ  0.2 0.1 0.2 0.3 

1ʫₑǉǦȑǵ₳᷈˲ᴣ 2.86 2.72 2.64 2.49 

ǀ ǁᶮһ       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ӵ̬ ʫₑƲ Ʋ˲ 

ʫₑ  

14,250 13,965 13,569 13,114

2.86
2.72

2.64

2.49

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2 7 12 17

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
˲  

21.3%

23.7%

25.6%

28.8%

56.4%

56.1%

53.6%

53.2%

22.1%

20.1%

20.6%

17.7%

2.0%

1.0%

0.2%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

7

12

17
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（３）出生の動向 

① 出生数 

出生数の推移をみると、平成 17 年から平成 20 年において、最大で平成 17 年の 187人、最小で

平成 18 年の 146 人となっており、近年は増加傾向にあります。また、人口に占める出生率（人口

1,000 人当たり）についても、近年は同様に増加しています。 
 
ї ǯї ǵ  

Ӣ  ѝ ₳ 17₴ ₳ 18₴ ₳ 19₴ ₳ 20₴ 

ї  187 146 151 168 

˲֥ 34,623 33,837 33,052 33,052 

ї ˲֥1,000˲►Ǧȑ  5.40 4.31 4.57 5.08 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

 

② 合計特殊出生率 

平成 15 年から平成 19 年における平均の合計特殊出生率は 1.44 と、全国平均・徳島県平均と比

べると高くなっています。また、県内の他市と比較すると、阿南市に比べると低いものの、その他

の市に比べると高くなっています。 

しかし、人口を維持するために必要な水準（人口置換水準：2.07～2.08）から、大幅に下回って

いる状況です。 
 
₳ֻ᷈ ї ₳ 15₴ ₳ 19₴  

ʢẺ⁸ ⱩῬ⁸ ⁸ ᾛ Ῥ⁸ ӳ⁸ ּ ′⁸ ⁸ ⁸ ⱩῬ  Ћᶮ 

1.44 1.25 1.22 1.37 1.51 1.30 1.34 1.39 1.33 1.31 

ǀ ǁԌ ҥϐ Ƽ˲֥Ҳ ͪβ ɵ⁸Ӣ ѩ ƽ ₳ 15₴ ₳ 19₴    

 

Ӵ̬ ˲Ʋ˲ ӧ˲ 

187

146 151
168

5.4

4.31
4.57

5.08

0

50

100

150

200

250

17 18 19 20

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

1,000

˲  ˲ ӧ˲  
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③ 母親の年齢別出生率 

母親の年齢別出生数の割合をみると、25～29歳及び 30～34歳が全体の約６割、35歳以上が約 17％

を占めています。また、平成 17年に比べ、20歳代の出生割合は減尐していますが、35歳以上は増

加しています。 

 
ǵ₴ ѩї ǯǤǵҊֻǵ  

Ӣ  ѝ ₳ 17₴ ₳ 18₴ ₳ 19₴ 

ї ɵҊֻ 187 100.0 146 100.0 151 100.0 

ǵ
₴

 

15 19  4 2.1 1 0.7 4 2.6 

20 24  36 19.3 29 19.9 28 18.5 

25 29  68 36.4 52 35.6 49 32.5 

30 34  49 26.2 45 30.8 44 29.1 

35 39  24 12.8 15 10.3 23 15.2 

40 44  6 3.2 4 2.7 2 1.3 

45 49  0 0.0 0 0.0 1 0.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.3

19.9

18.5

36.4

35.6

32.5

26.2

30.8

29.1

12.8

10.3

15.22.6

0.7

2.1

2.7

3.2

1.3

0.7

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

17

18

19

15 19 20 24 25 29 30 34 35 39

40 44 45 49

Ӵ̬ ˲Ʋ  
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  ǯǯᾦᾦҥҥǵǵ   

（１）産業別就労人口の推移 

三好市の産業人口は、人口の減尐に伴い、減尐傾向にあります。 

産業別にみてみると、第１次産業、第２次産業の就労人口が減尐しているのに対し、第３次産業

の就労人口は増加傾向となっており、平成 17年には産業人口の６割以上を占めています。 

 
ѩᾦ ˲֥ǵ  

Ӣ  ѝ ₳ 2₴ ₳ 7₴ ₳ 12₴ ₳ 17₴ 
₴₳̤᷈Ǻ  

H2/H7 H7/H12 H12/H17 

˲֥ 42,219 40,087 37,305 34,103 △ 1.03 △ 1.43 △ 1.78 

˲֥  19,505 18,302 16,020 14,270 △ 1.27 △ 2.63 △ 2.29 

  2,723 2,130 1,500 1,159 
△ 4.79 △ 6.77 △ 5.03 

  Ҋֻ  14.0 11.6 9.4 8.1 

  7,368 6,725 5,418 4,238 
△ 1.81 △ 4.23 △ 4.79 

  Ҋֻ  37.8 36.7 33.8 29.7 

  9,398 9,429 9,056 8,838 
0.07 0.80 0.49 

  Ҋֻ  48.2 51.5 56.5 61.9 

ѝ ʥ  16 18 46 35    

ᾦ  46 46 43 42    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ӵ̬ ˲Ʋ  

37.8

36.7

33.8

29.7

48.2

51.5

56.5

61.98.1

9.4

11.6

14.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2

7

12

17
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  ἧἧ ǭǭǲǲ ǠǠȒȒ ǵǵ   

（１）子育て環境の総合評価（各サービスの評価） 

①子育て支援サービスの認知度 
 

サービスの認知度については、就学前児童を持つ保護者では“保健師による育児相談”（77.7％）

で最も高く、次いで“放課後児童クラブ”（75.1％）、“地域子育て支援センター”（73.0％）の順と

なっています。 

一方で、小学校児童を持つ保護者では“放課後児童クラブ”（89.3％）で最も高く、次いで“保

健師による育児相談”（77.3％）、の順となっています。 

全体的に就学前児童を持つ保護者の方が、小学校児童を持つ保護者に比べて子育て支援サービス

への認知度は高くなっています。 

 
ἧ ǭ ȳɶɑȷǵ ↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラフ内の（ ）の数値は、その設問の回答対象者総数を表しています。以降のページについても同様です。 

45.2%

66.1%

77.7%

46.1%

73.0%

75.1%

13.6%

9.1%

45.0%

19.6%

65.6%

77.3%

49.3%

63.2%

89.3%

26.2%

9.4%

43.2%

22.1%

49.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

551

868
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② 子育て支援サービスの利用状況 
 

サービスの利用率については、小学校児童を持つ保護者で“放課後児童クラブ”で 51.6％と半数

以上と高くなっているものの、それ以外のサービス、就学前児童を持つ保護者では全てのサービス

において、４割未満の利用率となっています。 

認知度同様、就学前児童を持つ保護者の方が、小学校児童を持つ保護者に比べて子育て支援サー

ビスへの利用率は全体的に高くなっており、特に「地域子育て支援センター」の利用率では 10 ポ

イント以上上回る結果となっています。 

 
ἧ ǭ ȳɶɑȷǵѫ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.0%

9.1%

35.0%

19.8%

30.9%

22.3%

1.1%

1.1%

12.7%

5.1%

9.0%

31.5%

20.3%

16.9%

51.6%

1.2%

0.3%

7.4%

2.9%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

551

868
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③ 子育て支援サービスの今後の利用意向 
 

サービスの今後の利用意向については、全ての項目において、就学前児童を持つ保護者の方が、

各種サービスに対する利用意向が高くなっています。 

特に“放課後児童クラブ”、“保育所や幼稚園の園庭等の開放”、“保健師による育児相談”の利用

意向が高くなっているものの、次いで“広報等の市発行誌による子育て支援関係情報の提供”への

利用意向が高くなっており、子育てに関する情報を求めている保護者が多いことが分かります。 

 
ἧ ǭ ȳɶɑȷǵ˹♥ǵѫ ׄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31.4%

49.0%

58.3%

62.4%

55.2%

72.2%

22.5%

30.5%

56.6%

50.5%

37.4%

41.0%

39.1%

34.8%

55.3%

17.3%

22.4%

39.3%

35.3%

21.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

551

868
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④ 就学前児童を持つ保護者の保育サービスに対するニーズ 
 

就学前児童を持つ保護者の保育サービスに対するニーズについては、「病児・病後児保育」が

29.0％と約３割を占め最も多く、次いで「一時預かり」（22.5％）、「幼稚園の預かり保育（通常の

就園時間を延長して預かるサービス）」（21.2％）の順となっており、子どもの急な病気に対する対

応や、一時的な保育サービスへの希望が高くなっています。 

 
ἧ ǭ ȳɶɑȷǵ˹♥ǵѫ ׄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

551

17.6%

3.4%

8.3%

10.0%

8.0%

1.8%

16.2%

21.2%

15.1%

0.9%

6.2%

22.5%

29.0%

23.4%

7.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

認可保育所　　　　　　　　　　　　　　　　

家庭的な保育（保育ママ）　　　　　　　　　

事業所内保育施設　　　　　　　　　　　　　

認定こども園【幼稚園児として利用】　　　　

認定こども園【保育園児として利用】　　　　

その他の保育施設　　　　　　　　　　　　　

幼稚園【通常の就園時間】　　　　　　　　　

幼稚園の預かり保育　　　　　　　　　　　　
【通常の就園時間を延長して預かるサービス】

延長保育　　　　　　　　　　　　　　　　　

ベビーシッター　　　　　　　　　　　　　　

ファミリー・サポート・センター　　　　　　

一時預かり　　　　　　　　　　　　　　　　

病児・病後児保育　　　　　　　　　　　　　

特にない　　　　　　　　　　　　　　　　　

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（２）仕事・家事・プライベート時間の調和（ワーク・ライフ・バランス） 

① 仕事と生活の調和について 
 

仕事と生活の調和について、就学前児童を持つ保護者・小学校児童を持つ保護者ともに、「とれ

ていると思う」が「とれているとは思わない」を上回る結果となっています。 

父親と母親で比較すると、母親では「とれていると思う」がともに７割近くを占め、「とれてい

るとは思わない」の２倍以上を占めていることから、母親は父親よりも比較的仕事と生活の調和が

はかられていると思われます。 

また、就学前児童を持つ保護者・小学校児童を持つ保護者を比較すると、父親・母親ともに就学

前児童を持つ保護者の方が「とれているとは思わない」が多くなっており、就学前児童を持つ保護

者の方が仕事と生活の調和をより必要としていることが分かります。 

 
ǵ˿˗ǯ ǵ ᴇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ǵ˿˗ǯ ǵ ᴇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.9%

67.7%

28.7%

26.4%

3.4%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

551

  868

48.6%

49.7%

33.5%

38.7%

17.9%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

551

  868
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② 仕事と子育ての両立のために職場において必要だと思うもの 
 

仕事と子育ての両立のために職場において必要だと思うものについて、就学前児童を持つ保護

者・小学校児童を持つ保護者ともに「有給休暇の取得しやすい職場環境づくり」、「育児休業・介護

休業の取得に関する上司や同僚の理解」となっており、職場において育児休業を取得することへの

周囲の理解を求める人が多くなっています。 

また、母親では「在宅勤務などの多様な働き方が可能な制度づくり」についても就学前児童・小

学校児童ともに１割以上を占める回答があり、多様な働き方の実現に対する要望も大きくなってい

ます。 

 
Ǔ˿˗ǯἧ ǭǵʰ ǵǦȈǲ ḹǲǑǋǭⱳ ǧǯדǍȉǵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ǔ˿˗ǯἧ ǭǵʰ ǵǦȈǲ ḹǲǑǋǭⱳ ǧǯדǍȉǵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.7%

3.3%

9.4%

28.7%

17.8%

2.5%

5.6%

31.9%

2.5%

5.6%

35.3%

11.3%

3.0%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

育児休業・介護休業の取得に関する上司
や同僚の理解　　　　　　　　　　　　

父親の育児休業の取得の促進　　　　　

育児休業期間終了後の円滑な職場復帰　

有給休暇の取得しやすい職場環境づくり

在宅勤務などの多様な働き方が可能な制
度づくり　　　　　　　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　　

無回答　　　　　　　　　　　　　　　

551

868

28.1%

7.6%

2.2%

37.0%

5.8%

3.3%

16.0%

22.7%

5.2%

2.2%

39.4%

5.5%

3.5%

21.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

育児休業・介護休業の取得に関する上司
や同僚の理解　　　　　　　　　　　　

父親の育児休業の取得の促進　　　　　

育児休業期間終了後の円滑な職場復帰　

有給休暇の取得しやすい職場環境づくり

在宅勤務などの多様な働き方が可能な制
度づくり　　　　　　　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　　

無回答　　　　　　　　　　　　　　　

551

868
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（３）子育てに対して感じていること 

① 子育てに対する不安や負担感の有無 
 

子育てについて、就学前児童を持つ保護者・小学校児童を持つ保護者ともに「なんとなく不安や

負担を感じる」が最も多くなっており、「非常に不安や負担を感じる」と合わせると、ともに４割

以上の人が子育てについて不安や負担を持っています。 

また、就学前児童を持つ保護者・小学校児童を持つ保護者を比較すると、就学前児童を持つ保護

者の方が不安や負担を感じている人が多くなっています。 

 
ἧ ǭǲǫǋǭ ǟȒʥὄȋ ǵ  

 

 

 

 

 

 

 

 
8.4%

6.4%

39.7%

42.5%

17.9%

17.1%

27.2%

28.9%

5.1%

3.6%

1.7%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

551

  868
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② 子育てに不安や負担を感じる理由 
 

子育てに不安や負担を感じる理由について、就学前児童を持つ保護者・小学校児童を持つ保護者

ともに「子育て（教育）にかかる経済的負担が大きいから」、「子どもの教育やいじめなどが心配だ

から」、「子どもに関する犯罪や事故が増加していると感じるから」の回答が多くなっており、子育

てに対する経済的な支援や、いじめや犯罪・事故の防止など、子どもが安全・安心に暮らせるよう

な生活環境の整備を求める人が多くなっています。 

 
ἧ ǭǲʥὄȋ ș ǟȒ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.6%

40.1%

19.7%

25.3%

8.9%

21.6%

6.7%

22.7%

39.4%

45.0%

4.8%

26.4%

3.0%

0.7%

65.6%

33.3%

22.5%

19.9%

5.5%

19.4%

8.1%

16.7%

49.5%

46.2%

3.8%

13.6%

5.5%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80%

子育て（教育）にかかる経済的負担が大きいから

仕事と子育ての両立が難しいから　　　　　　　

子どもの健康や発達に不安を感じるから　　　　

地域医療体制への不安を感じるから　　　　　　

保育サービスや施設が利用しにくいから　　　　

安全な遊び場や児童館など、子どもの居場所が身
近にないから　　　　　　　　　　　　　　　　

相談相手や手助けしてくれる人がいないから　　

安全な通園・通学ができる歩道や防犯設備等の整
備が進んでいないから　　　　　　　　　　　　

子どもの教育やいじめなどが心配だから　　　　

子どもに関する犯罪や事故が増加していると感じ
るから　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

身近に自然や伝統文化とふれあう機会がないから

自分のための時間がもてないから　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

269

418
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（４）身近な地域の人に期待すること 

 

子育て支援として身近な地域の人に期待していることについて、就学前児童を持つ保護者・小学

校児童を持つ保護者ともに「子どもが犯罪や事故にあわないよう、見守ってほしい」、「危険な遊び

やいじめを見つけたら注意してほしい」の回答が多くなっており、安全・安心なまちの整備として、

子どもへの見守りなどを求める人が多い結果となっています。 

 
Ǳ᷂Ḣǵ˲ǲ ♅ǠȒǚǯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.3%

22.7%

60.3%

71.0%

26.7%

37.6%

0.4%

3.6%

5.6%

21.9%

20.9%

70.5%

71.8%

26.3%

38.2%

0.9%

3.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てに関する悩みを聞いたり、相談相手になっ
たりしてほしい　　　　　　　　　　　　　　　

緊急時などに子どもを一時的に預かってほしい　

危険な遊びやいじめを見つけたら注意してほしい

子どもが犯罪や事故にあわないよう、見守ってほ
しい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

子どもが参加できる地域行事や催しなどに積極的
に参加してほしい　　　　　　　　　　　　　　

子どもに遊びやスポーツ、地域の伝統文化などを
教えてほしい　　　　　　　　　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特にない　　　　　　　　　　　　　　　　　　

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

551

868
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（５）行政に望む子育て支援策 

 

三好市に望んでいる子育て支援策については、就学前児童を持つ保護者・小学校児童を持つ保護

者ともに、「子ども連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やしてほしい」、「安心して子どもが医

療機関にかかれる体制を整備してほしい」、「親子が安心して集まれる身近な場所を増やしてほし

い」、「子どもといっしょに楽しめるイベントの機会を増やしてほしい」が多くなっており、医療面

の充実、親子で参加できるイベントの開催や、子ども連れに配慮された場所の提供について望む人

が多い結果となっています。 

 
ǲ ȇἧ ǭ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.6%

41.4%

71.5%

12.0%

19.6%

67.5%

16.3%

22.1%

5.4%

4.7%

39.3%

31.0%

57.3%

9.2%

12.6%

64.1%

11.1%

15.2%

4.7%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80%

親子が安心して集まれる身近な場所を
増やしてほしい　　　　　　　　　　

子どもといっしょに楽しめるイベント
の機会を増やしてほしい　　　　　　

子ども連れでも出かけやすく楽しめる
場所を増やしてほしい　　　　　　　

子どもに関するさまざまな相談を１ヶ
所でできるようにしてほしい　　　　

専業主婦など誰でも気軽に利用できる
ＮＰＯ等による保育サービスがほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる
体制を整備してほしい　　　　　　　

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り
当てなど、住宅面の配慮がほしい　　

子育てについての情報が得られる場や
学べる機会がほしい　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　

無回答　　　　　　　　　　　　　　

551

868
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  ˲˲֥֥  

（１）推計人口 

住民基本台帳人口をもとに、コーホート変化率法※により人口推計を行いました。 

年齢 3 区分別にみると、年尐人口および生産年齢人口は減尐傾向にあるのに対し、老年人口は増

加しており、さらなる尐子高齢化の進行が予測されます。 

 

˲֥ǯ₴ 3Ӣѝ˲֥ ǵ  

Ӣ  ѝ 

ὕ  Ι 

₳  

19₴↓ 

 

20₴↓ 

 

21₴↓ 

 

22₴↓ 

 

23₴↓ 

 

24₴↓ 

 

25₴↓ 

 

26₴↓ 

 

29₴↓ 

˲֥ 33,837 33,052 32,393 31,711 31,332 30,517 29,813 29,141 27,121 

₴ᾜ˲֥ 

0 14  
3,525 3,359 3,200 3,063 2,903 2,754 2,616 2,479 2,218 

 ( ˲֥ ) 10.4 10.2 9.9 9.7 9.3 9.0 8.8 8.5 8.2 

₴ ˲֥ 

15 64  
18,205 17,671 17,349 16,959 16,748 16,380 15,806 15,271 13,565 

 ( ˲֥ ) 53.8 53.5 53.6 53.5 53.5 53.7 53.0 52.4 50.0 

₴˲֥ 

65 ̊ʣ  
12,107 12,022 11,844 11,689 11,681 11,383 11,391 11,391 11,338 

 ( ˲֥ ) 35.8 36.4 36.6 36.9 37.3 37.3 38.2 39.1 41.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ӵ̬ ˲Ʋ  

53.8 53.5 53.6 53.5 53.5 53.7 53.0 52.4 50.0

36.6 36.9 37.3 38.2 39.1
41.8

8.28.58.89.09.39.79.910.210.4

35.8 36.4 37.3

0.0
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60.0

80.0

0 14 15 64 65

3,525 3,359 3,200 3,063 2,903 2,754 2,616 2,479 2,218

18,205 17,671 17,349 16,959 16,748 16,380 15,806 15,271
13,565

12,107 12,022 11,844 11,689 11,681 11,383 11,391 11,391
11,338

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

19 20 21 22 23 24 25 26 29

0 14 15 64 65

ὕ ΙĿ Ł Ι 

˲  
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（２）推計児童人口 

推計児童人口は減尐傾向となっており、総人口に対する割合も同様に減尐傾向になると推定され

ます。 

また、年齢別にみると、どの年齢層でも減尐傾向であるものの、0～5 歳人口は緩やかな減尐傾向

にあるのに対し、6～11歳・12～17 歳人口の減尐は大きいと予測されます。 

 
Ѓ ˲֥ ǵ  

Ӣ  ѝ 

ὕ  Ι 

₳  

19₴↓ 

 

20₴↓ 

 

21₴↓ 

 

22₴↓ 

 

23₴↓ 

 

24₴↓ 

 

25₴↓ 

 

26₴↓ 

 

29₴↓ 

Ѓ ˲֥ 0 17  4,501 4,268 4,086 3,902 3,738 3,556 3,410 3,240 2,793 

 ˲֥  13.3 12.9 12.6 12.3 11.9 11.7 11.4 11.1 10.3 

 0 5  1,076 1,029 998 952 918 887 859 831 757 

 6 11  1,572 1,462 1,368 1,285 1,193 1,122 1,080 1,047 932 

 12 17  1,853 1,777 1,720 1,665 1,627 1,547 1,471 1,362 1,104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ӵ̬ ˲Ʋ  

4,501 4,268 4,086 3,902 3,738 3,556 3,410 3,240
2,793

13.3

12.9
12.6

12.3
11.9

11.7
11.4

11.1

10.3

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19 20 21 22 23 24 25 26 29

8

9

10

11

12

13

14

0 17

 ˲  
ὕ ΙĿ Ł Ι 

Ħ ȱɶəɶɆẀӓ ǯǶɵɵɵ 

同じ年、または同じ時期に生まれた人々の集団（コーホート）について、過去における実

績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

  ḨḨ ꜠꜠  

本市では、総合計画における将来像を、「いつまでも住み続ける・幾度となく足を運びたくなる大好

きな故郷」と定め、地域住民が美しい自然環境・景観や拠点性をはじめとする市の地域特性や資源を

活かしたまちづくりに積極的に参画しいつまでも住み続けたくなるまち、また、訪れる人が幾度とな

く足を運びたくなるまちづくりに取り組んでいます。 

子育てに夢や希望や生きがいが見いだせないといわれる現代社会、価値観の多様化が叫ばれる中で、

若者の晩婚化、未婚化が進み、尐子化という社会現象を引き起こしています。 

この尐子化という由々しき現象に歯止めをかけ、子育ての楽しさが実感できる地域社会の実現を目

指すことは、保護者が子育てについての第一義的責任を持つという基本的な認識の下に地域・行政・

関係機関・事業者など、子どもと子育て家庭を取り巻くすべての人々が子育ての意義について理解を

深めていくことが必要です。 

本計画では、子どもを安心して生み育てることができる社会づくりに向け、子育て支援サービスの

充実をはじめとして多面的な施策を総合的に推進していくとともに、子どもたちが家族や地域の人達

の温かい愛情に包まれながらいきいきと育ち、そして、子どもや子育て家庭が地域の人に温かい気持

ちで見守られる、子育てに優しいまちの実現をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

Ḩ ꜠ 
 

̮ȆȋǠǖƲ ǭȋǠǋȅǨǬǖȑșȈǝǞǭ 
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  ḨḨ   

今後の次世代育成の推進にあたっては、福祉分野をはじめ、保健、教育、労働などの子どもと家庭

にかかわる関係分野が相互に連携し、すべての子どもと、子どもをとりまく環境や地域社会を含めた

取り組みが求められます。 

本計画では、基本理念を実現するために次の８つの基本方針を設定し、それらを８つの柱として総

合的に施策を推進します。 

 

（１）地域における子育ての支援 

都市化の進行や核家族化の進展等に加え、人々のライフスタイルの変化と価値観の多様化に伴い、

人と人との結びつきが薄れる中で、「身近に相談する人がいない」、「子どもを一時的に預けられる

体制が十分でない」などの理由から、育児への負担や不安、孤独感を感じる人が増えています。 

このため、利用者のニーズを踏まえた保育サービスの充実を図るとともに、子育てをする親同士

の交流の場や地域の子育てに関する情報を提供するほか、市民同士の支えあい意識の醸成に努めま

す。 

 

（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

子どもの健やかな心身の確保は、妊娠・出産・育児の各ステージにおけるきめ細かな支援によっ

て達成されます。 

母子をとりまく環境が大きく変化する中、妊娠・出産に対する正しい知識の普及や支援体制の確

保が必要であり、安心して出産できる環境の整備、妊産婦・乳幼児に対する適時適切な保健医療サ

ービスの提供などを、関連分野や関係団体と連携して推進します。 

 

（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

21 世紀の社会に主体的に力強く対応できる、人間性豊かな人材の育成が求められています。“元

気”が育つひとづくりのために、生涯を通じて学ぶことができ、文化にあふれ健康に暮らせる仕組

みの確立に取り組みます。 
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（４）子育てを支援する生活環境の整備 

子どもを安心して生み育てるためには、住環境、交通環境、建築物等の整備や防犯に考慮した安

全・安心な地域社会の形成が重要です。 

このため、安心して子育てができるまちづくりを推進し、すべての人々が地域社会において、健

康で心豊かなゆとりある生活ができるよう、生活環境の整備を進めます。 

  

（５）職業生活と家庭生活との両立の推進 

女性の社会進出が増加するとともに、人々の働き方も多様化しています。家庭では父親の子育て

への参画を促進し、父親・母親が子育ての楽しさと難しさを共有しつつ、職場においてもこれまで

の慣行や意識を変え、子育てや家庭生活・地域生活と仕事が両立できるよう、環境の整備が求めら

れています。 

このため、職場環境の整備を促進するとともに、関連法制度の普及などに取り組むほか、男女が

共に参画して子育てを行えるよう、男性の育児参加を念頭に置いた環境づくりを推進します。 

 

（６）子どもの安全の確保 

子どもを交通事故や犯罪等の被害から守り、安全を確保するためには警察をはじめとする関係機

関・団体と一体となって協力し、安全体制・防犯体制を整備する必要があります。 

地域の実情に即し、子どもの視点に立った、交通安全対策や犯罪被害防止活動を推進するととも

に、犯罪等の防止に配慮したまちづくりを推進します。 

（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組みの推進 

ひとり親家庭では、子育てに十分な時間がかけられないなど子育ての悩みや経済的な負担感がみ

られ、子育て支援サービスに関する情報や利用などにも配慮が必要です。障がいのある子どもにつ

いては、ノーマライゼーションの理念に基づいて、障がいのない子どもとともに成長できるような

配慮が必要です。 

また、児童虐待の件数は年々増加しており、各方面で取り組みの強化が図られていますが、今後

は具体的な事例に基づいて調査・研究を重ね、職員の資質の向上を図りながら、迅速・的確な対応

や関係課の連携の強化を図る必要があります。 

このため、特に支援が必要な要保護児童家庭へのきめ細かな対応を地域全体で支えるよう努めま

す。 

（８）経済的支援 

子育てにかかる経済的負担を軽減するため、保育料などの軽減を行い、安心して子どもを産み、

育てられる環境づくりに努めます。 
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  ʺ̋ǱǱ   

平成 15 年 7 月に成立した、「次世代育成支援対策推進法」の第 8 条第 1 項の規定により行動計画策

定指針が設けられ、8 つの視点に基づき前期計画は策定されました。その後の社会情勢の変化にとも

なう見直しが平成 21年 3 月に行われ、新たな視点を加えた、以下の 9 つの基本的視点が後期計画には

求められています。 

 

（１）子どもの視点 

子育て支援サービス等により影響を受けるのは多くは子ども自身であることから、次世代育成支

援対策の推進においては、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配

慮することが必要であり、特に、子育ては男女が協力して行うべきものとの視点に立った取組が重

要です。 

 

（２）次代の親づくりという視点 

子どもは次代の親となるものとの認識の下に、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つこと

ができるよう、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取組を進めることが必要です。 

 

（３）サービス利用者の視点 

核家族化や都市化の進行等の社会環境の変化や国民の価値観の多様化に伴い、子育て家庭の生活

実態や子育て支援に係る利用者のニーズも多様化していることから、次世代育成支援対策の推進に

おいては、このような多様な個別のニーズに柔軟に対応できるよう、利用者の視点に立った柔軟か

つ総合的な取組が必要です。 

 

（４）社会全体による支援の視点 

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基

本的認識の下に、国及び地方公共団体はもとより、企業や地域社会を含めた社会全体で協力して取

り組むべき課題であることから、様々な担い手の協働の下に対策を進めていくことが必要です。 
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（５）仕事と生活の調和実現の視点 

働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を実現することは、国民の結婚や子育てに関する希望

を実現するための取組の一つとして、尐子化対策の観点からも重要であり、憲章においても、社会

全体の運動として進めていくこととされています。こうした取組については、地域においても、国

及び地方公共団体や企業を始めとする関係者が連携して進めることが重要であり、自らの創意工夫

の下に、地域の実情に応じた展開を図ることが必要です。 

 

（６）すべての子どもと家庭への支援の視点 

次世代育成支援対策は、子育てと仕事の両立支援のみならず、子育ての孤立化等の問題を踏まえ、

広くすべての子どもと家庭への支援という観点から推進することが必要です。 

社会的養護を必要とする子どもの増加や虐待等の子どもの抱える背景の多様化等の状況に十分

対応できるよう、社会的養護体制について質・量ともに整備を進めることとし、家庭的な養護の推

進、自立支援策の強化という観点も十分踏まえて取組を進めることが必要です。 

 

（７）地域における社会資源の効果的な活用の視点 

地域においては、子育てに関する活動を行う様々な地域活動団体、社会福祉協議会や様々な民間

事業者、主任児童委員等が活動するとともに、高齢者、障がい者等に対するサービスを提供する民

間事業者等もあるほか、子育て支援等を通じた地域への貢献を希望する高齢者も多いことから、こ

うした様々な地域の社会資源を十分かつ効果的に活用することが必要です。 

 

（８）サービスの質の視点 

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するためには、サービス供給量を適切に確保

するとともに、サービスの質を確保することが重要です。このため、次世代育成支援対策において

は、サービスの質を評価し、向上させていくといった視点から、人材の資質の向上を図るとともに、

情報公開やサービス評価等の取組を進めることが必要です。 

 

（９）地域特性の視点 

都市部と農山漁村の間の相違を始め、人口構造や産業構造、更には社会資源の状況等地域の特性

は様々であり、利用者のニーズ及び必要とされる支援策も異なることから、次世代育成支援対策に

おいては、各地方公共団体が各々の特性を踏まえて主体的な取組を進めていくことが必要です。 
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第４章 施策の展開 
 

ḨḨ   ᷂᷂ḢḢǲǲǑǑǘǘȒȒἧἧ ǭǭǵǵ   

◆◇現状と課題◇◆ 

子どもたちは、家庭や地域、保育所・幼稚園、学校などで、様々な人たちと関わりながら成長し

ます。地域ぐるみで子育てを支援して子どもの育ちを見守るといった連帯意識は、重要な子育て力

であると考えられています。しかし、尐子化や核家族化の進行により、地域と子育てのつながりは

弱くなっており、子育てに不安や負担を感じ、社会から孤立する状況も尐なくありません。 

地域ぐるみで子育てを支援することは、子どもを育てる親に対して育児知識を提供したり、見守

りによる安心感を与え、子育ての負担や不安を軽減するなど、家庭の子育てを支援する役割を果た

すとともに、地域の子ども同士・親同士、さらには高齢者をはじめとする世代を超えたさまざまな

交流が、子どもの育つ力そのものを支援する力となります。 

すべての家庭が安心して子育てできるよう、支援サービスや保育サービスの充実、また子どもや

子育て家庭に対する見守りやさまざまな地域活動を通じ、人と人のつながりを大切に、地域全体で

子どもを育てる体制づくりが必要とされています。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ1-1ǁ᷂ḢǲǑǘȒἧ ǭ ȳɶɑȷǵϹὕ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ǶǗǖȆȭɧɔ 

˗  
β∆Ǭǖȑ  

᷀ὁǵˎ℗ЃǯǤǵͪ ǲᾍǞƲ Ҳ̝ ǵ֓қḌȢɗɱɆș

σǞƲἧ ǭ ɵ˧ ɵ Ḹ ͑ș ǋȅǠƳ 
 

ἧ ǭɜɁɕǵ 

̸  
ἧ ǭ  

ǵǯǔǒȐἧ ǭǲ ȖȒ ḸșʝϷӓǞǭ ͑ǞƲἧ ǭǵ

ǞȋǠǋȅǨǬǖȑș ǞȅǠƳ 
 

ἧ ǭɚɧɱɄȡ

Ƞǵ  
ἧ ǭ  

ἧ ǭǲ ǠȒ ᷀ Ǳ˲ ș Ʋ ǞƲȅǦ ӓǠȒǚǯ

ǮƲ᷂Ḣ ̝Ǯǵἧ ǭǵ șⅎǙȅǠƳ 
 

 

 

ǀ1-2ǁͪ ȳɶɑȷǵϹὕ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ˎЃͪ  ͪ  ₡ͪ ǲқǏƲ Ǵ ♥ 5ɴ ǒȐˎЃͪ ș ǋȅǠƳ  

├ ͪ  ͪ  ͪ ǵᾦҥ ҞǯǞǭƲ├ ͪ ș ǋȅǠƳ  
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˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ἧ ǭ ˗

ȵɥɶɆȷɄ

ȢɵɆɭȢɧȢɆȷ

ɄȢ˗  

ἧ ǭ  

ͪ Ǔ Ʋ ҥƲǤǵ̀ǵ ̱ʣȉǞǖǶ ʣƲ֕Ƕ ṑʣ

ǵ ǲȏȑƲὤ↨ǲǑǋǭЃ ș ǠȒǚǯǓʝ ǲᶩ ǲ

ǱǪǦḹֻȋƲ Ǳ ǲȏȑ ʝל ǲ ἧșͪ ǠȒ˗

Ǔⱳ Ǳḹֻ ǲƲЃ ǲǑǋǭ ɵͪ ǠȒǚǯǲ

ȏȑƲǚȓȐǵЃ ֗ǺǤǵὤ↨ǵ ǵׄʣșᶫȑȅǠƳ 

 

̜ ͪ ˗  ͪ  ᷀ ͪ ș ǪǭǋȒͪ ǲǫǋǭǶ╠ǔ ǔὕ ǞȅǠƳ  

ʝ ǒȑ˗  ͪ  
ͪ ǵ̜ ȋ Ʋ ǲᾍꜘǞǭƲʝ ǲЃ șͪ

Ǯ ǒȑȅǠƳ 
 

ɓȟɝɨɶȳɛɶ

ɆȹɱȽɶ˗  
ἧ ǭ  

ͪ ǵ ɉɶȸǲᾍꜘǞǭЃל ǵ ȋ ǵ ǒȑǱǰǵ

ȳɶɑȷș ͑ǠȒ ș ǞƲ̝ᴣ Ѱ↓ǵȉǯ ᵣș Ǎ

ȉǵǮƲ ᾚЊș ǞȅǠƳ 

 

ͪ ǵͪ ǵ 

ǵׄʣ 
ͪ  

ᶮǓ ὑǞǦͪ ǵͪ ǵ ǵׄʣǵǦȈǵȠȭȵɥɱɕɫȮɧ

ɞș ȅǏƲͪ КὦǵׄʣșȈǝǞȅǠƳ 
 

 

 

ǀ1-3ǁЃ ǵβЋ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ᾜ₴ ˗  ἶ  

ᾜ₴ǵβЋ ǲ ȖȒ ͜ᶧ̱ǯ ǞǭƲ ȫɡɱɘɶɱ

ȋ ̝ș σǞƲ ȋ ὡ ṑǵ ǲ֝ȑ ȆȅǠƳȅ

ǦƲἶ Ǯǵ ʺ ǱβЋ Ҳș ǞȅǠƳ 

 

ἶ ǵ  
ȷɛɶɂ 

β∆  

̝̱ ǵ ֗ʱǺǲ℗ЃɵЃ ǵὄЋǱ Ǻḹǵ ͪǵǦȈƲЋ

ᾛɵʴἶ ǵ ҲḹƲᾶК Ҳḹșἶ ǲ ǵǱǋ ᶪǮ

ǞǭǋȅǠƳ 

 

ʺ̑Ѓ Ỗᴣǲȏ 

Ȓ ˗  
᷂Ḣ  

ʺ̑Ѓ ỖᴣǲȏȒЃ ♅ȋἧ ǭǲ ǠȒ ˗ ș ǋȅ

ǠƳ 
 

ʫ̈ ˧ ɵ᷂Ḣ 

Ҳ˗  
ͪ  

Ҳ̝Ǳǰǵֺ ȢɗɱɆǲƲ᷂ḢǵǑ₴Ὣȑȋ ᾜ₴ș ǋǭ̟

ǵ ȋ˧ șᶫȑȅǠƳ 
 

ἧ ǭ ȹɱȽ

ɶ˗  
ἧ ǭ  

ἧ ǭ ȹɱȽɶ˗ ǯǞǭƲὤ↨ͪ Ѓ ǯͪ ǲ Ǻȋ˧

Ʋ Ḹ˧ ǵḹș ͑ǞȅǠƳ 
 

ᶮ ˧ ˗ ǿǵ 

֓  
᷂Ḣ  

ȠɟɨȩƲȽȭȢɧ⁸ƲȴɵȾɩȸ⁸ǯǵốỌ ⁸˧ ˗ ǲ⁸К

ǵʴἶ ș֓қǜǢƲ⁸ ǵ˧ șᶫȒǯǯȉǲᶮ ǵǉȒ

˲ ǵ șᶫȑȅǠƳ 

 

♥Ѓ βЋ 

˗  
ἧ ǭ  

ͪ ǵᾦҥ ȋЃ ǵβЋǱ ǲ ǠȒǚǯș ǯǞǭƲ

ᾛἶ ̭ἶ₴Ѓ șʴⱲǲƲ ♥Ѓ ȭɧɔǮ ǒȑȅǠƳ 
 

ᴣǲȏȒ  

˗  
ἧ ǭ  

ὤ↨ ᴣɵ ἧ ᴣ ǲȏȒ ȋὤ↨ ᵂș ǋƲὤ↨

ǲǑǘȒἧ ǭș ǞǭǋǔȅǠƳ 
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ḨḨ ʱɦǺǺǲǲˎˎЃЃ֗֗ǺǺ℗℗ЃЃרר   ǵǵββ∆∆ǵǵ ͪͪ֗֗ǺǺṔṔ   

◆◇現状と課題◇◆ 

子どもの健やかな成長のためには、子どもとその親がともに健康でいられる環境を作ることが不

可欠です。 

特に、妊娠期の女性は、生まれてくる子どもにも影響する可能性があることから、健康に対する

注意が必要です。また、生まれてきた子どもの健康管理、母親などへの情報提供など、母子保健サ

ービスの充実が求められています。 

しかし、子どもは乳・幼児期から児童期へと、活動の場を広げることにより健康に対する様々な

問題が発生しています。特に近年では、生活習慣病の低年齢化など、あらたな問題も生じており、

各年齢に応じたきめ細かな健康管理が必要になります。 

こうしたことから、病気や障がいの早期発見だけでなく、育児不安の軽減・解消、近年大きな社

会問題になってきている児童虐待防止の観点からも、関係機関と連携した医師、保健師などによる

健康診査や相談など発達年齢に応じたきめ細かな指導が大切です。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ2-1ǁἧǰȉȋ ǵβ∆ǵ ͪ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

˔ ˗  β∆Ǭǖȑ  
̟ ǵּזȓǓǉȒ ǵ ˔ Ʋ֗Ǻ ├ș˔ ǠȒǦȈǲ˔

șὕ ǞȅǠƳ 
 

ˎЃ ᵂ˗  β∆Ǭǖȑ  
ǚȚǲǨǶ ǨȊȚ˗ ǯǞǭ ЃǵǋȒὤ↨ș ᵂǞƲⱳ ǲ

ꜘǟǭ ὤ↨ ᵂ˗ ǲǫǱǙȅǠƳ 
 

ἧβ∆ ₓ˧̂ β∆Ǭǖȑ  
ế ỷ֗Ǻˎ℗Ѓǵβ∆ ș ȈȒǦȈƲếỪᾴǘșǞǦ ǲƲ

ἧβ∆ ₓș˧̂ǞȅǠƳ 
 

ˎЃβ∆  β∆Ǭǖȑ  

ᶧ ˎЃǲᾍǠȒβ∆ ǯ Ʋ Ḹ ͑Ʋ ўǱ ᾚș

ǋȅǠƳ 

Ήѩ ӣ ǲỖ ǞƲˎЃβ∆ ș ǋȅǠƳ 

 

℗Ѓβ∆  β∆Ǭǖȑ  
1 ӭǒȐ 5 ЃȅǮǵβ∆ ǯ Ʋ Ḹ ͑Ʋͪβ ᾚƲ

ᾚ ș ǋȅǠƳ 
 

ếỷβ∆  β∆Ǭǖȑ  ӣ ǲỖ ǞƲếỪʴǵβ∆ ș ǋȅǠƳ  

ɜȽɉɄȡ Ὑ β∆Ǭǖȑ  
ếỷ֗ǺɏɶɆɈɶǲᾍǞƲ ўǱͪβ ᾚƲ ᾚǯ Ḹ ͑

ș ǋȅǠƳ 
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ǀ2-2ǁƼ ƽǵ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ἧ ˗  β∆Ǭǖȑ  
ˎ℗Ѓ ǵ ˎ ὕ ǱǰƲ Ǟǋ ȋ ЃǲᾍǠȒ ș

ᾚǞȅǠƳ 
 

᷂ ᷂ ˗  
ȷɛɶɂ 

β∆  

ἶ ǵ ș᷂Ϸ ǒȐ ЊǠȒǱǰƲ᷂ḹ ǵ ֗

ᵃ șᶫȑȅǠƳ 
 

 

 

ǀ2-3ǁד ͪβᾍ ǵϹὕ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

Ѓ Ǽȓǉǋ˧  

͝ ˗  
β∆Ǭǖȑ  

ד Ǽȓǉǋ̱ ἶ ǯǞǭƲד ǵЃ ɵ ♪ǲר ȋ

ᴁǵẎўǜǵἶ ɵ ᾚș ǋȅǠƳ 
 

 

 

ǀ2-4ǁᾛЃ ӣ ǵϹὕ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ˎ℗Ѓ ӣ  

Ҟ  
ͪ ӣҵ  

ǵ ǯ ǲ ǠȒǚǯș ǯǞǭƲˎ℗Ѓ֗ǺЃ

ǵӣ șҞ ǞȅǠƳ 
 

Ѓɵ ♥Ѓͪ ǵ 

ὕ  
ἧ ǭ  

ӣ ǲỖ ǠȒǱǰ Ѓɵ ♥Ѓǵͪ ș ǍȉǵǮƲᾚЊș

ǞȅǠƳ 
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ḨḨ   ἧἧǰǰȉȉǵǵⱲⱲ ǵǵββȋȋǒǒǱǱ ǲǲ ǠǠȒȒ ṑṑǵǵ ρρ  

◆◇現状と課題◇◆ 

子どもにとって生活の場の基本は家庭であり、子どもの健やかな成長にとって家庭の果たす役割

は最も重要なものです。家庭における養育機能の低下が懸念される中で、保護者が自信と責任を持

ち家庭で子育てができるよう、多様な子育てに関わる情報や学習機会を提供し、家庭における教育

問題に対応する相談体制の整備を図ることが大切です。 

また、学校教育においては、近年のグローバル化、情報化、尐子化など社会構造の急速かつ大き

な変化や、人々の意識や価値観の多様化に伴い、保護者の要望はこれまでになく多様で高度なもの

になっています。 

さらに、地域は、学校も家庭も含む子どもの生活基盤であり、成長の基盤です。しかし、個人中

心の生活様式や学歴重視の社会状況の中で、子どもが地域の人や自然文化とふれあう機会が減尐し

ているとともに、地域社会が地域の子どもを育てる力も弱くなってきています。 

今後は、子どもたちがゆとりある教育環境の中で、基礎・基本の習得に加え、心豊かにたくまし

く「生きる力」を育むことができる教育環境の整備、また、家庭や学校、地域と連携して子どもを

育てる環境づくりを推進する事が大切です。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ3-1ǁ ̈ǵ ǵ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

˲ Ҳ ἶ  

ǉȐȍȒ⁪ѩǵ ǲׄǘ֝ȑ Ȇș ǞǫǫƲЃ ♅ȋἧǰ

ȉǵ˲ ǲǫǋǭ ș ȈȒǦȈƲ ǲ ǠȒ ↔ȋ ʹ̝

ș Ǟǭ σǞȅǠƳ 

 

 

 

ǀ3-2ǁ ǵ ṑ ǵ ρ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ἶ ṑ ρ ἶ  

ᾓ Ǳ˲֥ǵ ǲᾍꜘǞƲ℗Ѓ ɵͪ șדȈǭᶸȋἶ ǵ

ǵ ǲҟȈȅǠƳȅǦƲ ӓǱǰὄЋǱ ǵ ͪǲ

ҟȈȅǠƳ 

 

Ẇᶮ ₴ ˗  ἶ  

ᶮ ș ȈȒǦȈƲ ᾚҞ ǲȏȒ ǵϹὕȋ᷂Ḣ

ɪɗɩǮǵᶮ ˧ ǵ ᾽șᶫȒǯǯȉǲƲᶮ ǒǱ˲ ר

ǯ Ǭǖȑș ǞȅǠƳ 

 

Ḹ ͬ ṑǵ 

ρ 
ἶ  

ἶ ǲǑǘȒ ṑș ρǠȒǯǯȉǲƲ ᾚҘǵ

ׄʣȋƲ Ḹɠɧɩ ǲȏȒ ὡ ḸǒȐǚǰȉșὃȒ ș

ǞȅǠƳ 
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˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

˲ Ҳ 

ǀП ǁ 
ἶ  

ǉȐȍȒ⁪ѩǵ ǲׄǘ֝ȑ Ȇș ǞǫǫƲЃ ♅ȋἧǰ

ȉǵ˲ ǲǫǋǭ ș ȈȒǦȈƲ ǲ ǠȒ ↔ȋ ʹ̝

ș Ǟǭ σǞȅǠƳ 

 

♥ǚǰȉ Ὑ ἶ  

♥ǵ ș Ǟǭ᷂ḢɚɧɱɄȡȠ֓ ș♬ǭƲἧǰȉǦǨ

ǯВǲὕ ǞǭǋȒἶ ȋȷɛɶɂɵ ӓ ҲƲ᷂Ḫ̇ ǯǵ˧

Ҳ ǵ֝ȑ Ȇș ǞȅǠƳ 

 

Ǥȏǒǣἶ  ἶ  

ǋǟȈȋ К Ҙ ǵᵂ ҲƲʥ ȋἶ ʥ ꜘǱǰǵ ♪

ᾚʣǵᵂ ֗Ǻ ♪ǵǜȅǝȅǱ ȆǲᾍꜘǮǔȒ ̱Ѱǵ

ϹὕșᶫȑȅǠƳ 

 

ֻἶ ǵ 

ᾚЊ 
ἶ  

ɵ ɵ ӓǱǰƲֺѝ Ǯǵ̱ ἶ ș ǋƲ᷂Ḣ ̝ǿǵ

ș ȈȅǠƳ 
 

 

 

ǀ3-3ǁὤ↨ȋ᷂Ḣǵ Ҙǵׄʣ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

Ѓȳɶȭɩ  

˗  
β∆Ǭǖȑ  

᷂ḢǲǑǘȒ Ѓ ṑǵ ρǵʝ ǯǞǭƲ Ѓȳɶȭɩ Ҳǲᾍ

ǞƲ˧ ǵ͝ ȋ Ҳḹ Ʋ Ḹǵ ͑ ș ǋȅǠƳ 
 

Ȇ ǒǢ˗  ᶫ  
℗ЃȋЃ ǲ ȋ ș Ȇ ǒǢȒ˗ ǲȏȑƲ ǲᾍǞǭ Ⱳ

ș ȈȒ Ҳș ǞȅǠƳ 
 

ȷɛɶɂ ǵ 

ρϹὕ 

ȷɛɶɂ 

β∆  

ȷɛɶɂ ֗ǯβ∆Ṕ ǵǦȈȷɛɶɂ ǵ ρϹὕșᶫȑȅ

ǠƳ 
 

ȷɛɶɂẎ ɵ̝ Ὑ 

ǵ σ 

ȷɛɶɂ 

β∆  

Ѓ ֓қǵȷɛɶɂẎ̝ɵ Ὑș̔ ǞȅǠƳȅǦֺᶧ̱ǓʺσǠ

ȒẎ̝ɵ Ὑǲ ș ǋȅǠƳ 
 

ȷɛɶɂᾜ₴ᶧǵ 

 

ȷɛɶɂ 

β∆  

ȷɛɶɂᾜ₴ᶧǵ șᶫȑƲЃ ǵβ∆Ṕ ǯβЋ șᶫȑȅ

ǠƳ 
 

̝̱ ǵ 

ѫ ͑ 

ȷɛɶɂ 

β∆  
̝̱ șЃ ǵȷɛɶɂ Ҳǲѫ ǞȅǠƳ  
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ḨḨ   ἧἧ ǭǭșș ǠǠȒȒ ṑṑǵǵ ρρ  

◆◇現状と課題◇◆ 

子育てをする上で、子どもを取り巻く生活環境はとても大切なものです。子育て家庭を含むすべ

ての地域の人が、快適に安心して生活できる、子育てにやさしいまちの整備の推進を図る必要があ

ります。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ4-1ǁ ẺǱᾱ̮ ṑǵ ͪ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

Ѓ ᶸ ρ˗  ἧ ǭ  ⁸КǲЃ ᶸș ǞƲὄЋǱ Ǻḹș ͑ǞȅǠƳ  

 

 

ǀ4-2ǁὄЋɵὄⱲǱȅǨǬǖȑǵ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

˧ ὄЋ Ὑ ҵ  

˧ ὄЋӲ̝Ʋ˧ ὄЋ ǵ̝ ǯ ǞƲ˧ ὄЋ Ὑș σǞ

ȅǠƳ ℗ ᶸƲͪ Ʋᾛἶ Њἶ℗ЃƲЃ ἧ˧ ὄ

Ћ Ὑ  

 

ȷȭɶɩȪɶɇ 

˗  
ἶ  

Ѓ ǵʤ ǵ ὃȑǱǰș ǍɚɧɱɄȡȠȋɨɶȾɶǵ ș

ǋȅǠƳ 
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ḨḨ   ǯǯὤὤ↨↨ ǯǯǵǵʰh ǵǵ   

◆◇現状と課題◇◆ 

女性の高学歴化や就業構造の変化、生活水準向上への意欲等の理由から女性の社会進出が進み、

夫婦共働きが一般的になりつつあります。 

しかし、女性の社会進出が進んでいるとはいえ、家庭の負担のほとんどを女性が担っているのが

現状です。日本の社会の中では、男性は家庭や家族よりも仕事を優先するという考え方がいまだ根

強く残っていると言えます。この職場優先の考え方は、女性の社会進出を阻害し、就労している女

性の結婚や出産を断念させてしまうことが懸念されます。 

平成 19年には尐子化対策の一つとして、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」、

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定され、男女が協力し合って、仕事と家庭生活、

その他の活動のバランスを図ることが求められています。 

会社や社会において、子どもを育てる責任と喜びを分かち合うためには、男性も含めた働き方の

見直しを進めるとともに、職場優先の考え方や固定的な性別役割分担意識を見直し、男女がともに

仕事と家庭が両立するような多様な働き方を選択できるよう、社会全体で積極的に支援する必要が

あります。 

仕事をもつ親が子どもを安心して生み育てられるようにするには、安心して預けられる、利用し

やすいきめ細かな保育サービスの提供を進めるとともに、勤労者や事業主双方の意識啓発を推進す

るため、広報や啓発、情報提供等を関係機関と連携しながら進めていくことが大切です。 
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◆◇推進施策◇◆ 

ǀ5-1ǁ ǯ ǵὤ↨ ǲǑǘȒӲϐ ǵᵃ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ⅎḸ Ҳ ἧ ǭ  ἧ ǭǲǑǘȒ ặВֿ֓ ǵ șᵃ ǞƲ Ḹș ͑ǞȅǠƳ  

 

 

ǀ5-2ǁʰ ǵǦȈǵ ṑǬǖȑ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

♥Ѓ βЋ 

˗ ǀП ǁ 
ἧ ǭ  

ͪ ǵᾦҥ ȋЃ ǵβЋǱ ǲ ǠȒǚǯș ǯǞǭƲ

ᾛἶ ̭ἶ₴Ѓ șʴⱲǲƲ ♥Ѓ ȭɧɔǮ ǒȑȅǠƳ 
 

♥ǚǰȉ Ὑ 

ǀП ǁ 
ἶ  

♥ǵ ș Ǟǭ᷂ḢɚɧɱɄȡȠ֓ ș♬ǭƲἧǰȉǦǨ

ǯВǲὕ ǞǭǋȒἶ ȋȷɛɶɂɵ ӓ ҲƲ᷂Ḫ̇ ǯǵ˧

Ҳ ǵ֝ȑ Ȇș ǞȅǠƳ 

 

ˎЃͪ ǀП ǁ ͪ  ₡ͪ ǲқǏƲ Ǵ ♥ 5ɴ ǒȐˎЃͪ ș ǋȅǠƳ  

├ ͪ ǀП ǁ ͪ  ͪ ǵᾦҥ ҞǯǞǭƲ├ ͪ ș ǋȅǠƳ  

ἧ ǭ ˗

ȵɥɶɆȷɄ

ȢɵɆɭȢɧȢɆȷ

ɄȢ˗ ǀП ǁ 

ἧ ǭ  

ͪ Ǔ Ʋ ҥƲǤǵ̀ǵ ̱ʣȉǞǖǶ ʣƲ֕Ƕ ṑʣ

ǵ ǲȏȑƲὤ↨ǲǑǋǭЃ ș ǠȒǚǯǓʝ ǲᶩ ǲ

ǱǪǦḹֻȋƲ Ǳ ǲȏȑ ʝל ǲ ἧșͪ ǠȒ˗

Ǔⱳ Ǳḹֻ ǲƲЃ ǲǑǋǭ ɵͪ ǠȒǚǯǲ

ȏȑƲǚȓȐǵЃ ֗ǺǤǵὤ↨ǵ ǵׄʣșᶫȑȅǠƳ 

 

̜ ͪ ˗  

ǀП ǁ 
ͪ  ᷀ ͪ ș ǪǭǋȒͪ ǲǫǋǭǶ╠ǔ ǔὕ ǞȅǠƳ  

ʝ ǒȑ˗  

ǀП ǁ 
ͪ  

ͪ ǵ̜ ȋ Ʋ ǲᾍꜘǞǭƲʝ ǲЃ șͪ

Ǯ ǒȑȅǠƳ 
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ḨḨ   ἧἧǰǰȉȉǵǵὄὄЋЋǵǵ ͪͪ  

◆◇現状と課題◇◆ 

子どもが健全に育つには、その生活が安全かつ安心できるものであることが不可欠です。 

近年、近所の公園・道路（通学路）・空き地等の生活の場で、子どもが事故や犯罪に巻き込まれ

る事例が報告されており、子ども達が戸外で安心して安全に遊べる環境が損なわれつつあります。 

子どもの交通事故防止のために、警察、保育所（園）、幼稚園、学校、地域などとの連携のもと

に総合的な交通事故防止対策の推進が必要です。また、保育所（園）や幼稚園、学校における交通

安全教育や地域の交通安全運動を推進し、正しい交通マナーの実践と交通安全意識の高揚を図って

います。 

また、児童生徒が不審者に声をかけられたり、被害を受けそうになったときに助けを求める場所

として「子ども１１０番」があります。小・中学校通学路にある商店や事業所、住宅等に協力を依

頼し、保護や連絡をしてもらうことにより、児童生徒の安全確保を図っています。 

今後とも子どもを犯罪から守るため、関係機関・団体同士が連携を強化し、犯罪に関する情報提

供の徹底など、地域の人が子どもの危険を察知し、子どもを犯罪等の被害から守ることができるよ

うな環境づくりを進めることが大切です。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ6-1ǁ˧ ὄЋǵ ͪ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

˧ ὄЋ Ὑ 

ǀП ǁ 
ҵ  

˧ ὄЋӲ̝Ʋ˧ ὄЋ ǵ̝ ǯ ǞƲ˧ ὄЋ Ὑș σǞ

ȅǠƳ ℗ ᶸƲͪ Ʋᾛἶ Њἶ℗ЃƲЃ ἧ˧ ὄ

Ћ Ὑ  

 

 

 

ǀ6-2ǁ ǒȐὃȒ Ҳ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ȷȭɶɩȪɶɇ 

˗ ǀП ǁ 
ἶ  

Ѓ ǵʤ ǵ ὃȑǱǰș ǍɚɧɱɄȡȠȋɨɶȾɶǵ ș

ǋȅǠƳ 
 

 



 36 

 

ḨḨ   ͪͪ ЃЃ ǿǿǵǵᾍᾍꜘꜘǱǱǰǰǔǔȈȈ ǒǒǱǱ֝֝ ȆȆǵǵ   

◆◇現状と課題◇◆ 

核家族化の進行と地域社会の連帯感の希薄化により、育児のための知識や技術が親から子へ、ま

たは地域住民同士の間で伝えられにくくなってきています。このため、若い親は相談相手もいない

まま子育てに取組まなければならず、育児不安やストレスに悩む例が増えており、そうした育児不

安を背景に、児童虐待などの大きな社会問題を招いています。 

児童虐待に対しては、きめ細かな対策が求められており、子育て負担の軽減による虐待の予防、

早期発見・早期対応をめざした市民への広報・啓発、相談支援体制の充実や保健、医療、福祉、教

育、警察、司法など関係機関との連携をもとにネットワークを構築し、その対策に努めていく必要

があります。 

また、ひとり親家庭や障がい児がいる家庭は、一般の子育て家庭に比べ、より多くの支援や配慮

を必要とします。こうした状況を踏まえ、母子・父子家庭では、世帯の自立支援が重要な課題であ

り、障がい児のいる家庭に対しては、きめ細かな育児相談や特別支援教育など、保健、医療、福祉、

教育等の連携体制が求められています。 

本市においては、ひとり親家庭や障がい児がいる家庭への支援としてさまざまな事業を実施して

います。コミュニケーション不足や情報不足などが懸念されることから、制度や事業の周知を図る

必要があります。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ7-1ǁЃ ♅ ᾍ ǵϹὕ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ͪ Ѓ ᾍ  

᷂ḢӲ ̝ǵ ᵣ 
ἧ ǭ  

ȋף ǲᾍꜘǞƲ ͪ Ѓ ᾍ ᷂ḢӲ ̝ș σǞƲᾍ

ꜘșӲ Ʋὕ ǞȅǠƳ 

ȅǦƲֺ ʹ̝ɵ ̝ǱǰǲȏȑӲ ̝ᴣǵ ǵׄʣșᶫȑȅ

ǠƳ 

 

 

 

ǀ7-2ǁ ǓǋǵǉȒἧǰȉǿǵ ǵϹὕ 

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ѩЃ ► ἧ ǭ  
֕Ƕ ̱Ǔ Ǔǋǵ ǲǉȒ 20 ǵЃ ș Ǟǭǋ

Ȓͪ ǲᾍǞƲ ►ș ǞȅǠƳ 
 

ὡЃ ► 
ᾎ ὡ 

 

₡ ҲǓ ǞǖѰ ǜȓƲ˺ ș ǠȒ ǲǉȒ᷀ὁǵ 20

ǵ ↓ ǓǋЃǲᾍǞƲ ►ș ǞȅǠƳ 
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˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

↓Ⱳ ὡ  

ӣ Ҟ  
ͪ ӣҵ  

Ǔǋ Ѓ ǲᾍǞƲӣ ǵʝ șҞ ǞȅǠƳȅǦ ἧὤ↨

ǵ ֗ǺЃ 18 ǵ₴↓ ǲᾍǞǭƲӣ ǵʝ șҞ Ǟȅ

ǠƳ Њ ǲ Ȓ  

 

ὡ ȳɶɑȷ 

ǵὕ  

ᾎ ὡ 

 

ᾱὁ˺ ǵ ᵂ ȳɶɑȷƲЃ ɅȢȳɶɑȷ ǵ ʴ Ҳ ȳ

ɶɑȷƲ ǵ ὡ ȳɶɑȷș ǋȅǠƳ 
 

ӣ ǵ 

 

ᾎ ὡ 

 
♬ǲꜘǟƲ ǲ͜Ȓӣ ǵ ș ǞȅǠƳ  

Еǵ  
ᾎ ὡ 

 

̱ ǓǋЃǵẕȖȓǦ ̬Ʋ ǓǋǵǉȒ ѝș ǪǭƲⱳ Ǳ

̱ ș ♬ǞƲǉȒǋǶ ǍǦȈǲ ǋȐȓȒ Еǵ ֗Ǻ

ʹ ș ǋȅǠƳ 

 

᷂Ḣ ˗  

ǵὕ  

ᾎ ὡ 

 

₡ Е ̂Ʋ ʴʝ Ǳǰǵ᷂Ḣ ˗ ș ǋȅ

ǠƳ 
 

ѩ Ѱ↓ ἶ  ѩǲ ș ǠȒЃ ǲᾍǞƲ Ҟș ǋȅǠƳ  

ὡЃͪ  ͪ  ᶧͪ Ǔ֯ Ǳ ǓǋЃǵ֞Њȓș ǋȅǠƳ  

Ǥȏǒǣἶ  

ǀП ǁ 
ἶ  

ǋǟȈȋ К Ҙ ǵᵂ ҲƲʥ ȋἶ ʥ ꜘǱǰǵ ♪

ᾚʣǵᵂ ֗Ǻ ♪ǵǜȅǝȅǱ ȆǲᾍꜘǮǔȒ ̱Ѱǵ

ϹὕșᶫȑȅǠƳ 

 

 

 

ǀ7-3ǁǹǯȑ ὤ↨ǿǵ ᾍ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

Ѓ ► ἧ ǭ  
18 ǵ₴↓ ȅǮǵЃ ș ǞǭǋȒ θ ǵǋǱǋ ֕ǶƲ

ǓǋǱǋḹֻǲǑǋǭ ǠȒ ǲ ►ș ǞȅǠƳ 
 

↓Ⱳ ὡ  

ӣ Ҟ  

ǀП ǁ 

ͪ ӣҵ  

Ǔǋ Ѓ ǲᾍǞƲӣ ǵʝ șҞ ǞȅǠƳȅǦ ἧὤ↨

ǵ ֗ǺЃ 18 ǵ₴↓ ǲᾍǞǭƲӣ ǵʝ șҞ Ǟȅ

ǠƳ Њ ǲ Ȓ  

 

ἧʫₑᾛ֥  

̂ 
ἧ ǭ  

ἧʫₑǓᾜ ǵ ș ǲⱳל ǯǠȒǯǔƲꜘל Ǳ Ҟ

șǶǒȒǦȈǲⱳ Ǳ ǯǞǭ ̂ǘȅǠƳ 
 

ἧὺỷ ̝ǵ 

 
ἧ ǭ  

ἧὺỷ ǵ ǲ Ǳ☻Ҋș ǦǞǭǋȒ ἧὺỷ ̝ǵ

șᶫȑƲ ἧὺỷǵ ׄʣșᶫȑȅǠƳ 
 

ἧὺỷ  

 
ἧ ǭ  

ἧ ᴣǓ ἧὤ↨ ǵ ǲⱳ ǱҞ ɵ ᾚɵ ►ɵ

̂Ѱ↓Ǳǰǵ ǲꜘǟȅǠƳ 
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ḨḨ     

◆◇現状と課題◇◆ 

出産や育児に要する費用をはじめとして、子育てには多くの費用が必要です。このような経済的

負担が大きいために、希望する子どもの数が持てなかったり、子どもを持つこと自体をためらう場

合もあり、それが尐子化の一因とも考えられています。 

育児にかかる費用の負担軽減のための施策の充実は、昨今の厳しい経済情勢の中、家庭における

子育て支援の重要課題の１つとなっています。 

 

 

◆◇推進施策◇◆ 

ǀ8-1ǁ Ǳ ǵ  

˗ ► ׀  ˗ ǵ ǑȏǺ˹♥ǵ  

ἧǰȉ ► ἧ ǭ  ᶮǵ ǲꜘǟƲἧǰȉ ►Ǳǰǵ ș ǋȅǠ  

ᾦἶ Ҟ ἶ  
ǲȏȑ ҵ ǿǵᾦἶǓᶩ ǯ ȈȐȓȒЃ ♪ǵ

ͪ ǲἶ ⱳ ǵʝ ș ҞǞȅǠƳ 
 

Ẳἶ ̂ ἶ  

⁸Кǲ̮ ș ǠȒ ǵἧ╥Ǯǒǫ ἶ ᾐ ἶ șד

ȇ ƲẎἶ ᾐ ἶ șדȇ ǲ᷀ ƲȅǦǶЊἶǓ ὑǞǭǑȑƲ

ἶ Ʋ˲ ǯȉϮ Ǳ ǮƲ ǲȏȑᾦἶǓᶩ Ǳ ǲᾍ

Ǟǭ Ǟ̂ǘȒȉǵƳ 

 

℗ ᶸͪ ǵ 

 
ἶ  

ὤ↨ǵ ♬ǲꜘǟǭ℗ ᶸͪ ǵ ș ǋƲͪ ǵ

șᶫȑȅǠƳ 
 

ͪ ͪ ǵ 

 
ἧ ǭ  

ͪ ͪ șᶮḨ ȏȑ̭ǖ ὑǞƲͪ ǵ șᶫȑȅ

ǠƳ 
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ƞƞ  ˗̠ ǵǵ ΙΙ  

 ׀  ˗
₳ 21₴↓ 

Ι  

₳ 26₴↓ 

Ι  

₳ ǵͪ ȳɶɑȷ   

 

Ѓ 

֯ͪ  229   人 229   人 

 ͪ 5ȳɶɑȷ 229   人 229   人 

 ǍǨ ὤ↨ ͪ ˗  0   人 0   人 

 

̊
ʣ
Ѓ 

֯ͪ  352   人 288   人 

 ͪ 5ȳɶɑȷ 352   人 288   人 

 ǍǨ ὤ↨ ͪ ˗  0   人 0   人 

 ͪ 6ȳɶɑȷ 372   人 288   人 

 
ǍǨ ֯ͪ ὤ↨ ͪ  

℗ ᶸǵ ǒȑͪ  
20   人 0   人 

├ ͪ ˗  
4  箇所 

20   人 

4  箇所 

20   人 

ẋ ͪ ˗  
0  箇所 

0   人 

0  箇所 

0   人 

ɆɭȢɧȢɆ˗  
1  箇所 

10   人 

1  箇所 

10   人 

̜ ͪ ˗  
0  箇所 

0   人 

0  箇所 

0   人 

Ѓɵ ♥Ѓͪ ˗  
0  箇所 

0   日 

1  箇所 

100   日 

♥Ѓ βЋ ˗  
12  箇所 

380   人 

12  箇所 

360   人 

᷂Ḣἧ ǭ ˗  

ǹȔǷḌƲȹɱȽɶḌƲЃ Ḍ  
3  箇所 5  箇所 

ʝ ǒȑ˗  
7  箇所 

350   日 

10  箇所 

500   日 

ȵɥɶɆȷɄȢ˗  1  箇所 1  箇所 

ɓȟɝɨɶȳɛɶɆȹɱȽɶ˗  0  箇所 1  箇所 
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第５章 計画の推進に向けて 
 

  ǵǵ   

この計画は、子育て支援施策を計画的に推進するための指針となる計画であり、計画の推進にあ

たっては、市及び関係各機関並びに市民の皆さんがこの計画の基本理念を共有し、地域社会との連

携によって次代を担う子どもたちを育んでいけるように努めます。 

 

 

  ̱̱ѰѰ  

子どもや家庭をとりまく環境の変化や家庭の多様化などから、子育てに関する問題やニーズも複

雑、多様化しています。 

子育てにまつわるあらゆる問題に、柔軟、迅速に対応するため、関係部局、関係機関との連携を

常に図るよう心がけます。 

  

 

  ǵǵ ǵǵ ɵɵ ͔͔  

この計画によって決定された事業については、常にその進捗状況に注意し、遅滞なく実施してい

きます。 

また、想定した効果が得られているか、市民ニーズに応えられるような効果が発揮できているか

どうかを判断し、市民のみなさんの評価を得られるよう努力します。 
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資料 
 

ʢʢẺẺ⁸⁸ ʫʫ̈̈ ҲҲ ὑὑỖỖᴣᴣ׀׀   

 （敬称略、50 音順）   

ι 2 ׀ ׀ (Ӣѝ) ρ  

ＣＡＰみよし 代表 東    深 幸 関係者   

三好市医師会 会長 内 田  伸 昭 関係団体   

三好市私立保育園 代表 大 泉  真二郎 関係者 委員長 

三好市議会 文教厚生委員長 大 浦  忠 司 関係団体   

国府養護学校池田分校 教諭 大 北  由里子 学識経験者   

県西部児童相談所 所長 大木元    繁 行政機関   

社会福祉法人池田博愛会 池田療育センター 大 谷  恵 子 関係団体   

三好市民生児童委員 協議会長 大 平  照 子 学識経験者   

三好市中学校校長会 西祖谷中学校長 喜 多  雅 文 関係団体   

三好市保育所長会 会長 木 村  恵美子 行政機関   

三好市主任児童委員 部会長 菅 井  弘 昭 関係団体   

三好市保健師 代表 高 橋  玉 美 行政機関   

三好市環境福祉部 部長 高 畑  敏 行 行政機関   

三好市幼稚園園長会 下名幼稚園長 武 岡    稔 関係団体   

三好市 副市長 武 川  修 士 行政機関 副委員長 

三好市小学校校長会 箸蔵小学校長 田 村  京 子 関係団体   

三好市福祉事務所 所長 中 内  栄 一 行政機関   

三好公共職業安定所 所長 長 瀬  弘 樹 行政機関   

三好市ＰＴＡ連合会 会長 中 山  茂 樹 関係団体   

三好市教育委員会 教育次長 新 居  政 昭 行政機関   

阿波池田商工会議所 事務局長 西 岡  芳 明 学識経験者   

県西部総合県民局 保健福祉環境部長 平 田  健 一 行政機関   

おひさま会 会長 三 木  真 美 関係者   

こだま会 代表 八 木  由 紀 関係者   
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ʢʢẺẺ⁸⁸ ʫʫ̈̈ ҲҲ ὑὑỖỖᴣᴣ̝̝   

平成 18年 3 月 1 日 

告示第 15号 

（設置） 

第１条 次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120号）に基づき、次代の社会を担う子どもが健

やかに育成される社会の形成を実現するため、三好市次世代育成支援行動計画策定委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員 30人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１）関係団体代表者 

（２）関係者 

（３）学識経験者 

（４）関係行政機関の職員 

（任期） 

第３条 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 資格の変更又は欠員補充によって委嘱された後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長)  

第４条 委員会に委員長 1 人、副委員長 1 人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を統括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、必要の都度委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。 

２ 委員長は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、子育て支援課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会において定める。 

附 則 

この要綱は、平成 18年 3 月 1 日から施行する。 

 

 


